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平成１４年３月期 個別財務諸表の概要 平成１４年５月２０日

上 場 会 社 名       昭和産業株式会社          上場取引所 東証、大証第一部

コ ー ド 番 号       ２００４ 本社所在都道府県 東京都

（ＵＲＬ http://www.showa-sangyo.co.jp ）
問 合 せ 先       責任者役職名 総務グループマネージャー

氏 名      大熊 進 ＴＥＬ (０３)３２５７－２０１１

決算取締役会開催日 平成１４年５月２０日 中間配当制度の有無          有

定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の有無  有(１単元１,０００株)

１． １４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日)

(1)経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 3月期
13年 3月期

125,131 △0.6
125,843 △3.3

2,027 △54.2
4,430 △7.4

1,734 △52.7
3,666 △25.6

当期純利益
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

14年 3月期
13年 3月期

△1,617 －
1,706 203.3

△8.70
8.88

－
－

△3.5
3.5

1.4
3.0

1.4
2.9

(注) ①期中平均株式数 14 年 3 月期 186,052,788 株 13 年 3 月期 192,085,695 株
　  ②会計処理の方法の変更 無
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

1株当たり年間配当金

中 間   期 末   

配当金総額
(年 間   ) 配当性向

株主資本
配 当 率    

　円　銭 円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

14年 3月期
13年 3月期

6.00
6.00

3.00
3.00

3.00
3.00

1,104
1,142

－
67.0

2.5
2.4

(3)財政状態

総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 3月期
13年 3月期

117,967
121,440

43,649
48,021

37.0
39.5

239.79
254.16

(注) ①期末発行済株式数 14 年 3 月期 182,031,645 株 13 年 3 月期 188,938,898 株
     ②期末自己株式数 14 年 3 月期 21,253 株

２．１５年３月期の業績予想(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日)
１株当たり年間配当金

売 上 高    経常利益 当期純利益
中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中 間 期     

通 期     

64,000
128,000

800
1,700

300
700

3.00
―――

―――
3.00
―――
6.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 3 円 85 銭

業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今
後さまざまな要因によって異なる可能性があります。



１－(1)．貸借対照表

『資産の部』 （百万円未満切捨て）

（当  期） （前  期）

科    目 平成14年3月31日 平成13年3月31日 増  減

資   産   の   部 117,967 121,440 △ 3,472

流  動  資  産 37,987 39,221 △ 1,234

現 金 ･ 預 金 3,245 3,667 △ 422

グル－プ内預入金 400 － 400

受 取 手 形 1,330 1,899 △ 569

売 掛 金 17,283 18,580 △ 1,297

有 価 証 券 149 150 △ 0

た な 卸 資 産 12,653 12,067 585

繰 延 税 金 資 産 1,359 1,086 273

未 収 消 費 税 等 161 － 161

その他の流動資産 1,521 1,900 △ 378

貸 倒 引 当 金 △ 117 △ 131 14

固  定  資  産 79,980 82,218 △ 2,238

有 形 固 定 資 産 65,607 64,416 1,191

建 物 ･ 構 築 物 32,792 32,469 322

機 械 装 置 17,580 16,856 723

その他の償却資産 818 727 91

土 地 13,833 13,833 △ 0

建 設 仮 勘 定 582 528 53

無 形 固 定 資 産 435 354 81

投     資     等 13,936 17,448 △ 3,511

投 資 有 価 証 券 9,090 12,428 △ 3,337

長 期 貸 付 金 1,669 1,575 94

子 会 社 株 式 2,937 2,963 △ 26

固 定 化 営 業 債 権 487 320 166

そ の 他 の 投 資 等 1,275 1,428 △ 153

貸 倒 引 当 金 △ 1,523 △ 1,268 △ 254

資   産   合   計 117,967 121,440 △ 3,472

 (注）「グル－プ内預入金」は、当社グル－プ内の資金を一元化して効率活用することを目的と

    した、当社全額出資の子会社である(株）昭産ビジネスサ－ビスへの預入金であります。

＜注記事項＞

有形固定資産減価償却累計額 113,664 110,831 2,832

保証債務 19,167 13,993 5,174

自己株式の数（単位：株） 21,253 2,505 18,748

      〃       価額 4 0 4

 （自己株式消却）

消却株式数（単位：株） 6,886,000 3,920,000 2,966,000

株式の取得価額の総額 1,581 728 852
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１－(1)．貸借対照表(続き)

『負債・資本の部』 （百万円未満切捨て）

（当  期） （前  期）

科  目 平成14年3月31日 平成13年3月31日 増  減

負   債   の   部 74,318 73,419 898

流  動  負  債 53,876 39,437 14,438

支 払 手 形 2,826 2,000 825

買 掛 金 10,585 9,133 1,451

短 期 借 入 金 19,999 16,576 3,422

ｺ ﾏ - ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ - ﾊ ﾟ - 3,000 3,400 △ 400

社債（1年以内償還予定） 10,000 － 10,000

未 払 費 用 2,229 2,583 △ 354

賞 与 引 当 金 784 907 △ 123

その他の流動負債 4,451 4,835 △ 384

固  定  負  債 20,442 33,981 △ 13,539

社 債 － 10,000 △ 10,000

長 期 借 入 金 11,593 14,686 △ 3,093

預 り 保 証 金 敷 金 1,499 1,531 △ 31

繰 延 税 金 負 債 3,757 4,464 △ 707

退 職 給 付 引 当 金 2,733 2,566 166

役員退職慰労引当金 858 733 125

資   本   の   部 43,649 48,021 △ 4,371

資    本    金 12,778 12,778 －

法  定  準  備  金 12,484 14,065 △ 1,580

資 本 準 備 金 9,290 10,871 △ 1,581

利 益 準 備 金 3,194 3,194 0

剰    余    金 18,358 21,137 △ 2,779

任 意 積 立 金 18,258 18,651 △ 392

当 期 未 処 分 利 益 100 2,486 △ 2,386

＜うち当期純利益＞ <△ 1,617> <1,706> <△ 3,324>

その他有価証券評価差額金 33 40 △ 6

自  己  株  式 △ 4 － △ 4

負債及び資本合計 117,967 121,440 △ 3,472
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１－(2)．損益計算書

（百万円未満切捨て）

（当  期） （前  期）

科    目 平成13年4月1日 平成12年4月1日 増    減

～平成14年3月31日 ～平成13年3月31日

売 上 高 125,131 125,843 △ 712

営  業  費  用 123,104 121,413 1,690

売 上 原 価 99,502 97,583 1,919

販売費及び一般管理費 23,601 23,829 △ 228

営     業     利     益 2,027 4,430 △ 2,403

営 業 外 収 益 1,369 967 401

受取利息及び配当金 208 280 △ 71

そ の 他 1,160 687 473

営 業 外 費 用 1,661 1,731 △ 69

支 払 利 息 466 552 △ 85

退 職 給 付 費 用 853 853 -

そ の 他 341 325 16

経     常     利     益 1,734 3,666 △ 1,931

特  別  利  益 156 271 △ 115

固 定 資 産 売 却 益 156 3 152

投資有価証券売却益 － 235 △ 235

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － 32 △ 32

特  別  損  失 4,443 787 3,656

固 定 資 産 除 却 損 776 266 509

投資有価証券売却損 251 － 251

子 会 社 整 理 損 － 99 △ 99

固 定 資 産 評 価 損 － 118 △ 118

子 会 社 整理引当損 359 － 359

投資有価証券評価損 2,998 243 2,755

出 資 金 評 価 損 57 59 △ 2

税引前当期純利益 △ 2,553 3,149 △ 5,702

法人税､住民税及び事業税 40 54 △ 14

法 人 税 等 調 整 額 △ 975 1,389 △ 2,364

当  期  純  利  益 △ 1,617 1,706 △ 3,324

前 期 繰 越 利 益 2,277 1,413 863

中  間  配  当  額 558 575 △ 17

利益準備金積立額 － 57 △ 57

当 期 未 処 分 利 益 100 2,486 △ 2,386
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１－(3)．利益処分計算書

(百万円未満切捨て）

（当      期） （前      期）

摘        要 平成１３年４月１日～ 平成１２年４月１日～

平成１４年３月３１日 平成１３年３月３１日

当期未処分利益 100 2,486

退 職 積 立 金 取 崩 額 1,321 －

固定資産圧縮積立金取崩額 370 392

計 1,792 2,879

これを次のとおり処分します

利 益 準 備 金 － 0

株 主 配 当 金 546 566

（1株につき3円） （1株につき3円）

役 員 賞 与 金 － 35

(うち監査役分） (－) (4)

計 546 602

次 期 繰 越 利 益 1,246 2,277

 (注)固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。
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１－(４)．重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……………………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………………… 移動平均法による原価法

２.デリバティブ取引の評価基準…………… 時価法

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・商品・仕掛品………………… 先入先出法による原価法

原料・貯蔵品………………………… 移動平均法による原価法

４.固定資産の減価償却方法

有形固定資産

建物（除く建物附属設備）

及び貸与資産の一部………………… 定額法

その他の有形固定資産……………… 定率法

無形固定資産

ソフトウェア………………………… 利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産……………… 定額法

５.重要な引当金の計上基準
貸倒引当金…………………………… 一般債権については貸倒実績率による見積額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、計上しています。

賞与引当金…………………………… 従業員の賞与支給に備えるため、その支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しています。

退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

なお、会計基準変更時差異（８，５３７百万円）につ

いては、１０年による按分額を費用処理しています。

また、数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期から費用処理

しています。

役員退職慰労引当金………………… 役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金

に充てるため、役員退職慰労金の支給内規及び執行役

員退職慰労金の支給内規に基づく当期末要支給額相

当額を計上しています。
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６.外貨建の資産又は負債の本邦通貨
への換算基準………………………… 外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

ます。

７.リ－ス取引の処理方法…………………… リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ています。

８．ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法………………… 外貨建予定取引は繰延ヘッジ処理によっています。

なお、金利スワップについては特例処理によっていま

す。

      

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段            ヘッジ対象

為替予約、通貨オプション 外貨建予定取引

金利スワップ       借入金、債券

③ ヘッジ方針………………………… 当社内部規定に基づき、原料輸入に係る為替変動リス

ク及び借入金等に係る金利変動リスクをヘッジして

います。

９.消費税等の会計処理……………………… 税抜方式によっています。

（追加情報）

     自己株式
前期において資産の部に計上していました「自己株式」（流動資産０百万円）は、財務諸表

等規則の改正により当期末においては資本の部の末尾に表示しています。



     

部門別売上高明細表

(百万円未満切捨て）

（当  期） （前  期）

平成１３年４月１日～ 平成１２年４月１日～ 増    減

部   門 平成１４年３月３１日 平成１３年３月３１日

金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 ％

製       粉 32,668 26.1 32,738 26.0 △ 69 △ 0.2

油       脂 34,352 27.5 33,233 26.5 1,119 3.4

ぶ ど う 糖 15,401 12.3 15,194 12.1 207 1.4

食       品 15,176 12.1 16,513 13.1 △ 1,336 △ 8.1

冷 凍 食 品 2,656 2.1 3,202 2.5 △ 545 △ 17.0

飼 料 畜 産 19,309 15.4 19,159 15.2 149 0.8

倉       庫 3,970 3.2 4,203 3.3 △ 233 △ 5.5

事 業 開 発 1,594 1.3 1,598 1.3 △ 3 △ 0.2

合      計 125,131 100.0 125,843 100.0 △ 712 △ 0.6
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